
京都大学・学術情報メディアセンター・准教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１４３０１

基盤研究(B)（一般）

2022～2019

高度経済成長期農家経済のミクロデータ分析－農業センサスの保存と活用の基盤確立ー

A Microdata Analysis of Japanese Farm Economy in a period of high economic 
growth

００３２５３２５研究者番号：

仙田　徹志（Senda, Tetsuji）

研究期間：

１９Ｈ０３０５９

年 月 日現在  ６   ６   ４

円    13,300,000

研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、高度経済成長期までの農林業センサス個票の体系的保存とミクロデ
ータとしての利用の基盤を確立することである。データの復元では深層学習に基づく文字認識技術の導入も試み
た。資料の現物へのアクセスが必要となる本研究は、コロナ禍の影響を大きく受けたが、本研究の実施の結果、
1950年資料では、電子画像化により詳細な地域名が明らかになり、その地域は、現在の農業集落との整合的なも
のであること、佐賀県資料は、1965～1980年の長期にわたって同一の農業集落の資料が残存していることが明ら
かとなった。

研究成果の概要（英文）：The aim of this study is to restore and analyze the Census of Agriculture 
and Forestry conducted in Japan during a period of high economic growth in Japan. We also attempted 
to introduce character recognition technology based on deep learning technology in data restoration.
 By the accomplishment of this research, the following was clarified. (1) By digital converting 
questionnaires in 1950, it became clear that the area surveyed in 1950 corresponds to the current 
agricultural settlement. (2) In the arrangement of the residual situation of questionnaires for the 
Census of Agriculture and Forestry from 1965 to 1980, the questionnaires from the same area in Saga 
prefecture were revealed to remain.

研究分野： 農業経済学

キーワード： 農林業センサス　農家経済　高度経済成長期

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究で構築するメタデータをはじめとする各種のデータの作成によって、高度経済成長期の農林業センサスデ
ータをより効率的に利用する基盤が形成される。また大量かつ良質なミクロ・パネルデータによる実証分析の結
果から、既存研究成果の計量的な再検討をはじめ、我が国の経済発展の中で農業が果たしたさまざまな役割につ
いて、さまざまな学問分野からアプローチが可能となる。以上の点からも、本研究の研究成果の学術的意義や社
会的意義は大きいといえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

我が国の農業統計は、農林業センサス（以下、農業センサスと合わせ、センサスとする）を母
集団フレームとして、農業経営統計調査、農業構造動態調査などが実施されてきている。戦後の
センサスの歴史を紐解くと、1949 年に農地センサスが実施され、1950 年センサスから農家調
査、農家以外の農業事業体調査が始まる。1955 年に農業集落が確定され、標本調査として農家
調査が実施される。その後、1960 年センサスで、林業調査も加わり、農業集落調査とともに、
悉皆調査として実施され、現在のセンサスに近い体系が整備されたとされている。現在、センサ
スを始めとする公的統計のミクロデータ分析が進められてきているが、過去のセンサスのデー
タは、当時の電算事情により存在していない。 

こうしたなか、一部の大学には、戦後のセンサスの個票が残されていた。その経緯は、さまざ
まであると思われるが、農林省が出した移管の通達を契機として考えるのが妥当である（神立春
樹（1996））。また、センサスの個票は、複数の地域で残存し、さらに、この中には、農業集落単
位でみて完全に、そして複数時点での調査票が残存していることから、農業集落単位でパネルデ
ータが構築可能であることが明らかとなった。 

 

２．研究の目的 

研究の計画期間における目的は、以下の二点に集約される。第一は、各地に残存している農業
センサスの調査票の整理を行い、電子画像化し、メタデータを作成するなど、体系的保存につい
て検討することである。第二は、農業集落単位で複数時点のものが残存する農家調査票について、
農家パネルデータを構築し、高度経済成長期の農業構造変動についての分析可能性を検討する
ことである。 

 

３．研究の方法 

本研究のうち、資料の保存にかかわる部分、すなわち電子画像化やデータの復元については、
以下のように研究を進めた。まず、農業センサスの資料整理、電子画像化、メタデータの整備で
は、調査票を農業集落別に仕分けし、1970 年農業集落カードに記載されている 1960 年、1965年
農業集落別農家数との照合を行った。1950 年センサスは、1970 年の農業集落リストによる整理
を行うが、リストにない地名は現状の住所から探索を進めた。次に、調査票の電子画像化を行っ
た。調査票の電子画像化は、紙媒体以外の複数媒体での保存としての意味と、AI（人工知能）の
深層学習技術を用いた手書き文字認識の活用としての意味もある。本研究では、深層学習技術
「Tegaki」を用いてデータの復元処理とその精度、実装に向けた検討を行った。 
 
４．研究成果 
上記の通り、本研究では、いくつかの地域に残存する農林業センサス調査票の資料保存と残存

状況の把握、そして復元を行った。いずれも原資料へのアクセスを必要とするものであり、東京
大学における資料保管場所の耐震工事の開始に加え、コロナ禍により活動が制限され、その影響
を大きく受けた。ただ、資料保存先の配慮もあり、感染対策をとりつつ、原資料へのアクセスも
可能となり、研究を進めることができた。以下、本研究の成果として、佐賀県資料と静岡県資料
の残存状況の概要について述べる。 
 
（1）農林業センサス調査票の残存状況（佐賀県） 
佐賀県の農林業センサスについては、1960～1980 年までの調査票が残存しており、本研究で

は、1965 年以降の調査票の収集、整理を行い、農業集落単位の目録作成を行った。農業集落単
位でみた残存パターンを示したのが表 1である。対象となった農業集落は総数で 2103 集落であ
る。表 1のとおり、1207（57.4%）の農業集落で 1965～1980年の 4 時点の調査票が残存している
ことが確認された。次いで多かったのは、1965－1975－1980年の 3 時点のパターン（171 の農業
集落）、そして、1970－1975－1980 年の 3 時点のパターン（144の農業集落）と続く。また、旧
市区町村単位でみた場合には、37 旧市区町村において、同地域内のすべての農業集落で 4 時点
の調査票が残存し、これらの旧市区町村は、佐賀市を始め 14 町村と広範囲に及ぶことが明らか
となった。また、1965～1980 年の 4 時点で調査票が残存している農業集落数の比率を、市町村
別に集計したものが表 2 である。佐賀市は 95.9％となっているが、これは佐賀市の 172 農業集
落のうち、1965～1980 年の 4 時点で調査票の残存が確認された農業集落が 165 あったことを意
味する。表 2をみると、それぞれ 0～100％の値を示し、3町が 100％となるなど、地域によって
は非常に高い水準で調査票が残存していることが明らかとなった。 
 電子画像化を行った調査票は、「Tegaki」にてデータ復元処理の試行を行った。ただし、「Tegaki」
によるサービスは回答しての記入がない空欄であっても課金されてしまうことから、現在も価
格体系では、農林業センサスの調査票の回答結果に空欄が多い場合には、復元のためのツールと
して用いることは経済的に合理的ではない。そこで本研究では、世帯員にかかわる事項の一部に
限定して OCR 処理を実施することとした。「Tegaki」は、画像の歪みを自動補正し、なぞり書き
や枠からはみ出た文字も認識することができることに加え、インターフェース上で当該画像と
認識結果を確認しつつ、手動で修正を行うことができるなど、非常に高度な技術が実装されてい



ることが明らかとなった。また、文字認識のエラーは存在するが、その比率は低く、高い認識率
であることも証明された。費用面だけを考えると、決して経済的ではない面もあるものの、一度
に大量の処理が可能であることから、時間の節約という点では、現時点でも合理的な選択の一つ
であると考えられ、今後いっそうのコストダウンが進めば、データ復元に大きく貢献する技術で
あることが明らかとなった。 
 
（2）東大所蔵資料の残存状況 
東京大学大学院農学生命科学研究科には、戦前から伝わる未整理資料・書籍が保管されていた

（資料の管理は農業・資源経済学専攻が行っている）。2015年度以降数年間をかけて、同専攻農
業史研究室教員が、資料に関心を持つ学外研究者および大学院生の協力を得て、それらの資料の
整理と目録作成を行った。これら未整理資料の中で最も量が多く、かつ体系的に保存されていた
のが、1950 年世界農業センサス基本調査票であった。現時点で、1950 年世界農業センサス基本
調査票の来歴については明らかになっていない。 
資料整理の結果、保存されているのはすべて静岡県内の市町村を対象としたものであること

が確認された。資料は、基本的に市町村ごとにまとめてひもで縛られており、あわせて 478 件の
資料が保存されていた（同一市町村で複数件に分割されている資料もある）。基本調査票は、表
紙を含めて３頁からなる個票である。表紙には字名までの住所が記されており、字ごとに農家番
号（通し番号）が付されている。調査項目は、世帯員（農業常雇も含む）、飼育家畜、養蚕、農
業機械、経営耕地、収穫面積、耕地等賃貸、兼業などである。その後に実施されることになる農
業センサスに比べると調査項目は簡略であるが、この時代の農業構造の特徴を反映した調査項
目の構成となっている。逆に、この個票を用いて分析を行えば、この時代の農業・農家の実態の
一端を明らかにできる可能性がある。基本調査票には酸性紙が用いられているために、現時点で
も劣化がかなり進行しており、本研究でもデジタル化を実施し、その有効性を確認することがで
きた。 
表 3 は、1950 年農業センサス調査票の残存状況について、市郡別にまとめたものである。こ

れをみると、賀茂郡、田方郡、駿東郡、磐田郡では欠けがあるものの、その他の市郡では、地域
内のすべての市町村の調査票が残存していることが確認できる。この市郡別の残存状況は、資料
調査の際に、上述の通り、調査票の束から判別したものであるため、それぞれの市町村で、どの
程度、残存しているのかという点は、まとめられた束を解き、個々の調査票を確認しなければわ
からない。ここでは、デジタル化作業を進めた、ある村の状況について述べる。この村の 1950
年の農家数は、静岡縣「1950 年世界農業センサス調査市町村結果表」からわかる。その数と調
査票の残存枚数を比較すると、調査票が残存する割合は 95.7％となり、ほぼすべての農家の調
査票が残っていることが明らかとなった。また調査票には市町村名のほかに、調査区という名称
で市町村よりも小さな単位の地域名が書かれていたが、その地域名称と 2020 年の農業集落名を
比較したところ、すべてが一致した。そこで、農業集落ごとの残存調査票の枚数と 2020 年の総
農家数を比較したところ、後者の前者に対する比率は 23.5～85.1％となった。1950年と 2020年
という 70 年間の比較であるために、当然ながら、この間の農家の継承、消失、新設などはある
ものの、当時の調査区名と農業集落名は一致する可能性について検証できたことは、今後の残存
する調査票の保存や活用の意義を明確にするものであると評価できる。他方で、調査票のデジタ
ル化の過程について、調査票の状態についても確認したところ、すべての農業集落の調査票で一
部の破損、虫食い、破れなどが見られた。これは、上述のように、調査票が酸性紙であることに
加え、保管状態も良くなかったことに起因するものである。酸性紙処理を専門する業者にも確認
したが、同資料の状態は、もはや脱酸処理の効果も期待できず、その処理は逆に用紙の粉砕に結
びつくために、資料保全に向けた適切な対応は電子画像化であることが明らかとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

表 1 農業集落単位でみた資料の残存状況 

 

 

 

表 2 市町村別にみた資料の残存状況（農業集落比率） 

 

 

 

 

 

 



 

表 3 1950 年農業センサス調査票の残存状況 

 

 

 

 

 

 

表 4 1950 年農業センサス調査票の残存状況と 

2020年農林業センサスとの関係（某村） 

出所：1950年農業センサス残存調査票と農林水産省「地域の農業を見て・知って・ 

活かす DB」より作成。 

    注：A～J の集落は、1950年、2020年ともに、複数の調査区、農業集落の合算値で

ある。また、2020 年の総農家数（B）の A～J 集落の農家数の中には、秘匿措置

のために数値が公表されていない地域も含まれており、それらは合算値の対象

外となっている。 

 

 

 

 

 

1950年時点 残存調査票

市部 11 11

賀茂郡 23 22

田方郡 22 21

駿東郡 21 20

富士郡 16 16

庵原郡 12 12

安倍郡 11 11

志太郡 27 27

榛原郡 16 16

小笠郡 39 39

周智郡 13 13

磐田郡 39 33

浜名郡 35 35

引佐郡 11 11

市町村数

一部欠損 一部破れ
一部
虫食い

2枚に

割れ
折れ、
しわ

A集落 143 90 62.94 ○ ○ ○ ○ ○

B集落 167 53 31.74 ○ ○ ○

C集落 170 77 45.29 ○ ○ ○ ○ ○

D集落 92 37 40.22 ○ ○ ○

E集落 92 27 29.35 ○ ○ ○

F集落 78 29 37.18 ○ ○ ○

G集落 47 40 85.11 ○ ○ ○

H集落 34 8 23.53 ○ ○ ○

I集落 28 8 28.57 ○ ○

J集落 58 16 27.59 ○ ○ ○

909 385 42.35

2020年

総農家数
（B)

減少率
（B)/(A)

％

1950年

残存調査票
（A)

資料破損の状況
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